清家塾長　講演会




＊アン・ホークレー『ハウスワイフ』：結婚とは、重要なビジネスである。

貧しい社会では子供が大事。２人に１人しか成人まで育たない。


生産性の低い農業を主とした社会では、子供を多く生み、
子供に生産力として働いてもらうことで家庭の生計を成り立たせる構造がある。
子供は【投資財】であった。


しかし、→豊かな社会では企業で働く→子供は【投資財】から【消費財】に変化→多く生んでも経済的な効果はない。


さらに母親にとって、子供を作るコストが高い。育児＝コストがかかる

大学卒業から定年まで就業した場合の生涯賃金　女：２億５０００万円　男：３億円近く

途中で主婦になった場合　５０００万（マイナス２億円）


パート：６０%ボーナス少

出生率は1.37%＜2、　よって人口数の維持不可能。結婚しない人が増加

韓国台湾でも同現象が起きている。



＊政府も保育サービスの充実

25年後までできる貢献は何か　考える必要あり

→高齢者の貢献を強要→　日本は高齢者（60前後）の労働意欲高い　７５%

⇒よって定年を経営者が65にひきあげ⇒とんでもない！

⇔現行の税制・年金のフラット化



＊ヨーロッパ低　１９７０年後半～１９８０年代：若者の失業率高→政策

→高齢者の引退早　年金受給年齢を引き下げるなど

しかし、大失敗（年齢層でできる仕事が違うなどが原因）



＊日本はもっとモデルになるべき

しかし、定年退職制度　９割の企業　うち８割は６０歳→６５歳へ

企業が嫌がるのは、年功序列的な賃金、人事制度

一人前になるまではよいが、それ以降はスライドしてはどうか？

→地方の中小企業のノウハウが必要

中小企業>大企業（ノウハウについて）

　ノウハウを上から下へ伝えていく⇒only１の競争力

Ex1　オンリーワンの企業　ニシジマ

定年なし　一人ひとりの付加価値・生産性をどう高めるか

高齢化・高齢者の意欲が世界一を活かせるモデルを提示しよう。

さらに、国際分業の必要、付加価値の高いサービス。高い賃金を払っても利益が出るような人的投資が必要となる。よって、職場でも育成を。



＊↓競争―　質・能力を下げる　

Cooperation 手負いではあるが協力し合う

Corabolation　ただ生き残るのではなく、国際社会へも貢献

Contribution　人的資本投入プラス実践

競争はモノ、人が流通するのに協力。競争competitionによって能力高める⇒contribution






＊日本の繁栄は国際分業の拡大に比例。⇒各個人が付加価値もつ

⇒日本発の生産現役モデル

⇒さらに国際分業。国際社会への道。

*********************************************************************************

『高齢者社会での国際社会の発展』清家篤

【 経済社会を規定する要素は基本的には ①：技術 　と　 ②：制度（市場） 】

+++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
①技術 [革新]

農業技術革命：農業という技術革新により一つの場所に定住するようになったが、そこまで社会を変えなかった。
　　　↓
産業革命（ワットの蒸気機関）飛躍的な生産アップにより社会を根底から変えた

　　　　　　人口統計を見ると、飛躍的な農業の生産性向上により人口増


15世紀に 2.5億人 であった人口は千年の間、ほぼ不変であった。
1600年に 5億人→1800年に　9億人　という推移であったが、
（産業革命＝製造業の発達）により
1900年に　18億人へと急増した。

+++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++

②制度

チャーチルの「民主主義は人類に最悪のものである、但し、人類が経験したものを除けば」
という言葉があるが、

同様に、

【市場経済システムも最近、色々悪く言われるが、「人類最悪のもの、但し、人類が経験したものを除けば」と言えるかも知れない】




ベルリンの壁の崩壊⇒世界人口の1/3の人が市場経済にどっと参入してきた。

中国　毛沢東の最盛期：50年前　1600万人餓死　文化大革命300万人虐殺　下放（知識層の虐待）＝教育なし　世界で最も貧しく教育もなく国の新しい担い手も作らない。

このような中国が「市場」経済というシステムを使うことで、
ＧＤＰで世界トップに躍り出ようとしている。＝これが市場経済の持つポテンシャルである。


+++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
①技術 [革新]・②制度　という世界共通の推移に対して、
③人口という要素は国毎に異なる。


③人口の在り方

人口の大小は市場規模に比例（ドイツ・フランス人が英語話せないのは、国内市場が十分大きいから）

NGO・NPOの利点⇒国でやるよりNGO・NPOが発達した方が良い点：財政圧迫しない。国より自由。Multinationalな活動ができる



　経済の在り方を規定する社会→日本では構造が変化している

高齢者(６５歳以上)の人の比率２２．７%(８９年の頃は１２%)

２２年前　10%強　人口ピラミッド　→40%　逆ピラミッド

なぜ日本で？⇒急速な経済発展による平均寿命変化。　

戦後平均寿命1949’　50男　54女　幼児死亡率高　貧しさ

現在（長寿化）男72.29歳　86%　栄養・衛生・医療水準up、所得の拡大





1988　エコノミスト　アンリ・カルマン　122歳

人口の高齢化≒経済の発展感



長寿・経済の発展＝よい指標

合計特殊出産率・



★少子化　日本でも昔の平均出生率は4.5人　貧しかったから

経済学者ベッカー　貧しい国は出生率高

親にとって子供は投資財。Investmentすべき存在・労働力。

→農業を含む自営業





【質疑応答】

*人口はこのまま縮小した後増加するのか？

A.今後6500万人くらいになるのでは。出生率1.5%を割ると、もう回復するのは難しい。（フランスは1.7から回復した）⇔女性にとっての機会費用をいかに減らせるか　男女でのworkバランス



＊目標：出生率1.5%のラインを維持できるかどうか（丙午の時ですら1.5だったのに）


　＊減り方が加速、減速ということはあり得るが、増えるということは考えていない。



＊少子化を経済から見る⇒女性の就業継続（アンケートによると、学生の内から50%も就業継続できると思っていない！）大学としては、女性の就業継続をどう考えているか？

　A.大学としてはemployerとしては女性を雇うなど。

　企業に対しての呼びかけ（女性が就業を続けられるように）

＊日本では元々長期勤続が原則。できる人に資本投資可。⇒女性にとって悪循環。

しかし近年は違うので、女性でもできる。

育児法などの制度化も後追し。

しかし、一番の問題は“機会費用”育児・家事の為の制度を利用することが、働き続けることに対して不利だと思われない制度が必要。⇒49%

男性と女性。両方働いて、育児していくんだ！というスタンダードが必要。

授業カリキュラムについては学部次第　就業継続をすすめることはしない。



Work-Life　balanceについて　マスコミ業界：女性に対する不利さもあまりなし

＊現行の理工学の分野への期待は？

　環境/生命科学/などはすごいが、全ての分野に可能性あり。

＊市場で競争力を身につけ、それをcooperationしていく。

⇒具体例。　共通のプラットホーム、各学問が協力する。⇒study面

　　　　　　ビジネス面⇒共通開発project　産業別の労働組合のようなものもプラットフォームになりうる

＊働く意志・能力のある高齢者をやとうべき(中小企業が多い⇒賃金体系がflatだから。)


①中小企業がそんな急勾配な賃金を払えないという能力面

②中小企業の労働者が賃金差（学歴者　年功賃金がモチベ）によるモチベーションが薄い。

中小企業＝職人の世界が多い　仕事の価値＝賃金

しかし大企業、官公庁でも途中で出世ルートを断たれた人は賃金フラット。 

--
